　　
                                               令和　　年　　月　　日
　　　　（ 注１ ）　　殿
                                                住　　所
                                                氏名又は名称  （ 注２ ）　　
                                                代表者名                  ,

      令和　　年度やまなしイノベーション創出事業費補助金 【補助区分】に係る
補助対象物件預り書
　（１）預り物件名
  （２）仕　　　様
  （３）数　　　量
                    上記の物件を下記により預ります。
                                      記
１．預　り　期　間                    自　令和　　年　　月　　日
                                           　 至　令和　　年　　月　　日
       ２．預り中の管理方法
　（ 注１ ）補助事業者を記載すること。
　（ 注２ ）預り者を記載すること。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
　山梨県産業労働部
      産業支援課長　　殿
                                                住　　所
                                                氏名又は名称
                                                代表者名                  ,

令和　　年度　やまなしイノベーション創出事業費補助金【補助区分】
　　　　　　　  に係る補助対象物件移動届出書
　令和　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付決定通知があった上記の補助事業
の補助対象物件を下記により移動したので届け出ます。
                                      記
１．移動した補助対象物件名（種別、仕様、数量）
２．移動の理由
３．移動前の住所・保管場所
４．移動後の住所・保管場所
５．移動期間（自令和　　年　　月　　日　　至令和　　年　　月　　日）
６．移動先の補助対象物件の管理方法
※注意事項
（１）変更後直ちに届け出のこと
（２）移動先が他法人、他個人の場合は、「補助対象物件預り書」の写しを添付すること
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
　山梨県産業労働部
      産業支援課長　　殿
                                                住　　所
                                                氏名又は名称
                                                代表者名                  ,

            令和　　年度　やまなしイノベーション創出事業費補助金【補助区分】 

            に係る社名・所在地・代表者等変更届出書
　このたび、下記のとおり変更したので届け出ます。
１．変更事項
２．変更前
３．変更後
※注意事項
（１）変更後直ちに届け出のこと
（２）登記簿謄本（写）等変更の確認ができる書類を添付すること
　原材料受払簿
                                             　　原材料名：                       

	入庫年月日
	入庫量
(単位)
	使　用
年月日
	使用量
(単位)
	仕損じ量
(単位)
	残  量
（単位）

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


　取得財産管理台帳
	区  分
	財産名
	規 格
	単位
	数量
	単　価
（円）
	金額
（円）
	取　得
年月日
	保管場所
	備 考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


１．対象となる取得財産等は、取得価格又は効果の増加価格が５０万円以上の財産とする。
２．財産名の区分は、（イ）原材料（ロ）構築物（ハ）機械装置・工具器具（二）無体財産権（工業所有権等）（ホ）その他
３．数量は、同一規格であれば一括して記載して差し支えない。単価が異なる場合は、 

分割して記載すること。
４．取得年月日は、検収年月日を記載すること。
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